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児童福祉法施行細則及び障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。
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児童福祉法施行細則及び障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛８県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（委任）

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５３条第

２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談所長に委

任する。

� 省略

�の２ 法第２４条の３第１項の規定による入所給付決定（法第２４

条の２第２項の規定による障害児入所給付費の額の決定（法第

２４条の５の規定による認定を含む。）、法第２４条の３第６項の

規定による入所受給者証の交付及び児童福祉法施行規則（昭和

２３年厚生省令第１１号。以下「施行規則」という。）第２５条の９

の規定による障害児入所支援負担上限月額等の通知を含む。）

に関すること。

�～� 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号、第

５号、第７号及び第１０号の２ に掲げる権限に

係るものに限る。）。

�の２～� 省略

� 施行規則第２５条の７第５項の規定による障害児入所支援負担

上限月額等の変更（施行規則第２５条の９の規定による障害児入

所支援負担上限月額等の変更の通知を含む。）に関すること。

� 施行規則第２５条の７第７項の規定による入所給付決定に係る

事項の変更の届出の受理に関すること。

（委任）

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５３条第

２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談所長に委

任する。

� 省略

�の２ 法第２４条の３第１項の規定による入所給付決定（法第２４

条の２第２項の規定による障害児入所給付費の額の決定（法第

２４条の５の規定による認定を含む。）、法第２４条の３第６項の

規定による入所受給者証の交付及び児童福祉法施行規則（昭和

２３年厚生省令第１１号。以下「施行規則」という。）第２５条の９

の規定による負担上限月額等 の通知を含む。）

に関すること。

�～� 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号、第

５号、第７号、第１０号の２、第１３号及び第１４号に掲げる権限に

係るものに限る。）。

�の２～� 省略

� 施行規則第２５条の７第５項の規定による負担上限月額等

の変更（施行規則第２５条の９の規定による負担上限

月額等 の変更の通知を含む。）に関すること。

� 施行規則第２５条の７第７項の規定による施設給付決定に係る

事項の変更の届出の受理に関すること。
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� 施行規則第２５条の７第９項の規定による入所受給者証の再交

付に関すること。

� 施行規則第２５条の７第１２項の規定による入所受給者証の返還

の受理に関すること。

� 省略

�の２ 施行規則第２６条（施行規則第３２条 におい

て準用する場合を含む。）の規定による書類の送付に関するこ

と。

�の３ 施行規則第２７条（施行規則第３２条 におい

て準用する場合を含む。）の規定による入所又は入院した児童

等に係る届出の受理に関すること。

�～� 省略

� 第８条の７第１項の規定による障害児入所医療受給者証の再

交付に関すること。

� 第８条の８の規定による障害児入所医療受給者証の返還の受

理に関すること。

�・	 省略

２～４ 省略

（障害児入所給付費利用者負担額変更申請書等）

第８条の２ 入所給付決定保護者は、法第２４条の３第４項に規定す

る入所給付決定又は法第２４条の７第１項に規定する特定入所障害

児食費等給付費の変更を受けようとするときは、障害児入所給付

費（特定入所障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書（様

式第１２号の２）を知事に提出しなければならない。

（入所給付決定変更届出書）

第８条の３ 施行規則第２５条の７第７項に規定する届出書は、入所

給付決定変更届出書（様式第１２号の３）によるものとする。

（障害児入所受給者証再交付申請書）

第８条の６ 施行規則第２５条の７第１０項に規定する申請書は、障害

児入所受給者証再交付申請書 （様式第１２

号の６）によるものとする。

（障害児入所医療受給者証再交付申請書等）

第８条の７ 入所給付決定保護者は、障害児入所医療受給者証を破

り、汚し、又は失つたときは、障害児入所医療受給者証再交付申

請書（様式第１３号）を知事に提出しなければならない。

２ 障害児入所医療受給者証を破り、又は汚した場合の前項の申請

には、同項の申請書にその障害児入所医療受給者証を添えなけれ

ばならない。

（障害児入所医療受給者証の返還）

第８条の８ 入所給付決定保護者は、障害児入所医療受給者証の再

交付を受けた後、失つた障害児入所医療受給者証を発見したとき

は、速やかにこれを知事に返還しなければならない。

（高額障害児入所給付費支給申請書）

第９条 施行規則第２５条の１７第１項に規定する申請書は、高額障害

児入所給付費支給申請書（様式第１４号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業者指定申請書等）

第１１条 施行規則第１８条の２７第１項及び第２項、第１８条の２８第１項

及び第２項、第１８条の２９第１項及び第２項、第１８条の３０第１項及

び第２項並びに第２５条の２１第１項及び第２項に規定する申請書

は、指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施設）指定（更

新）申請書（様式第１５号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業者変更届出書等）

� 施行規則第２５条の７第９項の規定による施設受給者証の再交

付に関すること。

� 施行規則第２５条の７第１２項の規定による施設受給者証の返還

の受理に関すること。

� 省略

�の２ 施行規則第２６条（施行規則第３２条及び第５１条の２におい

て準用する場合を含む。）の規定による書類の送付に関するこ

と。

�の３ 施行規則第２７条（施行規則第３２条及び第５１条の２におい

て準用する場合を含む。）の規定による入所又は入院した児童

等に係る届出の受理に関すること。

�～� 省略

� 第８条の７第１項の規定による障害児施設医療受給者証の再

交付に関すること。

� 第８条の８の規定による障害児施設医療受給者証の返還の受

理に関すること。

�・	 省略

２～４ 省略

（障害児施設給付費利用者負担額変更申請書等）

第８条の２ 施設給付決定保護者は、法第２４条の３第４項に規定す

る施設給付決定又は法第２４条の７第１項に規定する特定入所障害

児食費等給付費の変更を受けようとするときは、障害児施設給付

費（特定入所障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書（様

式第１２号の２）を知事に提出しなければならない。

（施設給付決定変更届出書）

第８条の３ 施行規則第２５条の７第７項に規定する届出書は、施設

給付決定変更届出書（様式第１２号の３）によるものとする。

（障害児施設受給者証再交付申請書）

第８条の６ 施行規則第２５条の７第９項の規定による施設受給者証

の再交付の申請は、障害児施設受給者証再交付申請書（様式第１２

号の６）によるものとする。

（障害児施設医療受給者証再交付申請書等）

第８条の７ 施設給付決定保護者は、障害児施設医療受給者証を破

り、汚し、又は失つたときは、障害児施設医療受給者証再交付申

請書（様式第１３号）を知事に提出しなければならない。

２ 障害児施設医療受給者証を破り、又は汚した場合の前項の申請

には、同項の申請書にその障害児施設医療受給者証を添えなけれ

ばならない。

（障害児施設医療受給者証の返還）

第８条の８ 施設給付決定保護者は、障害児施設医療受給者証の再

交付を受けた後、失つた障害児施設受給者証 を発見したとき

は、速やかにこれを知事に返還しなければならない。

（高額障害児施設給付費支給申請書）

第９条 施行規則第２５条の１７第１項に規定する申請書は、高額障害

児施設給付費支給申請書（様式第１４号）によるものとする。

（指定知的障害児施設等指定申請書等）

第１１条 施行規則第２５条の２１第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）

に規定する申請書

は、指定知的障害児施設等指定（更新）申請書

（様式第１５号）によるものとする。

（指定知的障害児施設等変更届出書）
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第１２条 法第２１条の５の１９第１項及び第２４条の１３の規定による変更

の届出は、指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施設）変

更届出書（様式第１６号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業廃止届出書等）

第１２条の２ 法第２１条の５の１９の規定による事業の廃止、休止又は

再開の届出は、指定障害児通所支援事業廃止（休止・再開）届出

書（様式第１６号の２）によるものとする。

第１６条 省略

（業務管理体制整備届出書等）

第１６条の２ 施行規則第１８条の３８第１項及び第３項、第２５条の２３の

２第１項及び第３項並びに第２５条の２６の９第１項及び第３項に規

定する届出書は、業務管理体制整備（区分変更）届出書（様式第

１７号の２）によるものとする。

（業務管理体制変更届出書）

第１６条の３ 法第２１条の５の２５第３項、第２４条の１９の２及び第２４条

の３８第３項の規定による届出は、業務管理体制変更届出書（様式

第１７号の３）によるものとする。

（児童福祉施設の長又は指定医療機関の長の届出書）

第２３条 施行規則第２７条第１号（施行規則第３２条 に

おいて準用する場合を含む。）の規定による届出は児童の死亡届

書（様式第２０号）により、施行規則第２７条第２号（施行規則第３２

条 において準用する場合を含む。）の規定による

届出は児童の措置届書（様式第２１号）により、施行規則第２７条第

３号（施行規則第３２条 において準用する場合を含

む。）の規定による届出は在所（受託）期間延長等届書（様式第

２２号）によるものとする。

第３５条の３ 省略

（障害児通所支援事業等開始届出書）

第３５条の４ 法第３４条の３第２項の規定による届出は、障害児通所

支援事業等開始届出書（様式第３０号の９）によるものとする。

（障害児通所支援事業等変更届出書）

第３５条の５ 法第３４条の３第３項の規定による届出は、障害児通所

支援事業等変更届出書（様式第３０号の１０）によるものとする。

（障害児通所支援事業等廃止届出書等）

第３５条の６ 法第３４条の３第４項の規定による届出は、障害児通所

支援事業等廃止（休止）届出書（様式第３０号の１１）によるものと

する。

（児童自立生活援助事業開始届出書等）

第３６条 法第３４条の４第１項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）開始届出書（様式第３０号の

１２）によるものとする。

（児童自立生活援助事業変更届出書等）

第３７条 法第３４条の４第２項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）変更届出書（様式第３０号の

１３）によるものとする。

（児童自立生活援助事業廃止届出書等）

第３８条 法第３４条の４第３項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）廃止（休止）届出書（様式

第３０号の１４）によるものとする。

（一時預かり事業開始届出書）

第３８条の２ 法第３４条の１２第１項の規定による届出は、一時預かり

事業開始届出書（様式第３０号の１５）によるものとする。

第１２条 法 第２４条の１３の規定による

届出は、指定知的障害児施設等変更届出書

（様式第１６号）によるものとする。

第１６条 省略

（児童福祉施設の長又は指定医療機関の長の届出書）

第２３条 施行規則第２７条第１号（施行規則第３２条及び第５１条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定による届出は児童の死亡届

書（様式第２０号）により、施行規則第２７条第２号（施行規則第３２

条及び第５１条の２において準用する場合を含む。）の規定による

届出は児童の措置届書（様式第２１号）により、施行規則第２７条第

３号（施行規則第３２条及び第５１条の２において準用する場合を含

む。）の規定による届出は在所期間延長等届書 （様式第

２２号）によるものとする。

第３５条の３ 省略

（児童自立生活援助事業開始届出書等）

第３６条 法第３４条の４第１項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）開始届出書（様式第３０号の

９）によるものとする。

（児童自立生活援助事業変更届出書等）

第３７条 法第３４条の４第２項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）変更届出書（様式第３０号の

１０）によるものとする。

（児童自立生活援助事業廃止届出書等）

第３８条 法第３４条の４第３項の規定による届出は、児童自立生活援

助事業（小規模住居型児童養育事業）廃止（休止）届出書（様式

第３０号の１１）によるものとする。

（一時預かり事業開始届出書）

第３８条の２ 法第３４条の１２第１項の規定による届出は、一時預かり

事業開始届出書（様式第３０号の１２）によるものとする。
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（一時預かり事業変更届出書）

第３８条の３ 法第３４条の１２第２項の規定による届出は、一時預かり

事業変更届出書（様式第３０号の１６）によるものとする。

（一時預かり事業廃止届出書等）

第３８条の４ 法第３４条の１２第３項の規定による届出は、一時預かり

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の１７）によるものとする。

（家庭的保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１５第１項の規定による届出は、家庭的保育

事業開始届出書（様式第３０号の１８）によるものとする。

（家庭的保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１５第２項の規定による届出は、家庭的保育

事業変更届出書（様式第３０号の１９）によるものとする。

（家庭的保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１５第３項の規定による届出は、家庭的保育

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２０）によるものとする。

（児童福祉施設設置、廃止、休止等の届出書等）

第３９条 法第３５条第３項の規定による届出は児童福祉施設設置届出

書（様式第３０号の２１）により、施行規則第３７条第２項の規定によ

る申請は児童福祉施設設置認可申請書（様式第３１号）により、同

条第４項から第６項までの規定による届出は児童福祉施設変更届

出書（様式第３１号の２）によるものとする。

２ 省略

様式第１２号の２（第８条の２関係） 障害児入所給付費（特定入所

障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書

（一時預かり事業変更届出書）

第３８条の３ 法第３４条の１２第２項の規定による届出は、一時預かり

事業変更届出書（様式第３０号の１３）によるものとする。

（一時預かり事業廃止届出書等）

第３８条の４ 法第３４条の１２第３項の規定による届出は、一時預かり

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の１４）によるものとする。

（家庭的保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１５第１項の規定による届出は、家庭的保育

事業開始届出書（様式第３０号の１５）によるものとする。

（家庭的保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１５第２項の規定による届出は、家庭的保育

事業変更届出書（様式第３０号の１６）によるものとする。

（家庭的保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１５第３項の規定による届出は、家庭的保育

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の１７）によるものとする。

（児童福祉施設設置、廃止、休止等の届出書等）

第３９条 法第３５条第３項の規定による届出は児童福祉施設設置届出

書（様式第３０号の１８）により、施行規則第３７条第２項の規定によ

る申請は児童福祉施設設置認可申請書（様式第３１号）により、同

条第４項から第６項までの規定による届出は児童福祉施設変更届

出書（様式第３１号の２）によるものとする。

２ 省略

様式第１２号の２（第８条の２関係） 障害児施設給付費（特定入所

障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書

障害児入所給付費（特定入所障害児食費等給付費）利用者

負担額変更申請書

省略

障害児施設給付費（特定入所障害児食費等給付費）利用者

負担額変更申請書

省略

保 省略 生 年 月 日 年 月 日生 保 省略 生 年 月 日 年 月 日生

護 入所受給者証 番 号 護 施設受給者証 番 号

者 省略 者 省略

省略 省略

省略

□市町村民税課税世帯（所得割の額が

２８万

円未満である場合に限る。）に属する者

省略

□市町村民税課税世帯（所得割の額が、１８歳以上の障害者の属する

世帯にあつては１６万円未満、障害児の属する世帯にあつては２８万

円未満である場合に限る。）に属する者

□２ 個別減免（医療型個別減免）に関する事項

次の�又は�のいずれかに該当するため、個別減免（医療型個

別減免）（の変更）を申請します。

減

免

に

関

す

る

減

免

に

関

す

る

□� 施設の利用者が２０歳以上

の者であつて、次のいずれ

にも該当すること。

ア 施設入所者又は医療型施

設入所者であること。

イ 市町村民税非課税世帯に

属する者であること。

□� 施設の利用者が２０歳未

満の者であつて、医療型

施設入所者であること。

事

項

事

項

□３ 特定入所障害児食費等給付費に関する事項（申請する指定施設

支援が第１種自閉症児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児

施設又は指定医療機関の場合を除く。）

次の�又は�のいずれかに該当するため、特定入所障害児食費

等給付費（の変更）を申請します。
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□� 施設の利用者が２０歳以上

の者であつて、次のいずれ

にも該当すること。

ア 施設入所者であること。

イ 市町村民税非課税世帯に

属する者であること。

□� 施設の利用者が２０歳未

満の者であつて、施設入

所者であること。

□２ 省略 □４ 省略

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 障害児入所医療を行う指定入所支援に係る申請を行う

場合にあつては、障害児入所医療負担上限月額及び児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２０第２項第２

号の厚生労働大臣が定める額の算定のために必要な事項

に関する書類

� 省略

� 当該申請を行う障害児の保護者が現に入所給付決定を

受けている場合には、当該入所給付決定に係る障害児入

所受給者証（様式第１２号の４）

� 省略

様式第１２号の３（第８条の３関係） 入所給付決定変更届出書

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 障害児施設医療を行う指定施設支援に係る申請を行う

場合にあつては、障害児施設医療負担上限月額及び児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２０第２項第２

号の厚生労働大臣が定める額の算定のために必要な事項

に関する書類

� 省略

� 当該申請を行う障害児の保護者が現に施設給付決定を

受けている場合には、当該施設給付決定に係る障害児施

設受給者証（様式第１２号の４）

� 省略

様式第１２号の３（第８条の３関係） 施設給付決定変更届出書

入所給付決定変更届出書

省略

施設給付決定変更届出書

省略

保 省略 生 年 月 日 年 月 日生 保 省略 生 年 月 日 年 月 日生

護 入所受給者証番号 護 施設受給者証番号

者 省略 者 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 障害児入所受給者証（様式第１２号の４）及び児童福祉法

施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２５条の７第７項第

３号の変更があつた事項を証する書類を添付すること。

様式第１２号の４（第８条の４、様式第１２号、様式第１２号の２、様式

第１２号の３、様式第１２号の６関係） 省略

様式第１２号の６（第８条の６関係） 障害児入所受給者証再交付申

請書

注１～３ 省略

４ 児童福祉法

施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２５条の７第７項第

３号の変更があつた事項を証する書類を添付すること。

様式第１２号の４（第８条の４、様式第１２号、様式第１２号の２

、様式第１２号の６関係） 省略

様式第１２号の６（第８条の６関係） 障害児施設受給者証再交付申

請書

障害児入所受給者証再交付申請書

省略

障害児施設受給者証再交付申請書

省略

保 省略 生 年 月 日 年 月 日生 保 省略 生 年 月 日 年 月 日生

護 入所受給者証番号 護 施設受給者証番号

者 省略 者 省略

省略 省略

障 省略 障 省略

害

児

指 定 入 所

支援の種類

害

児

指 定 施 設

支援の種類

省略 省略

注１・２ 省略

３ 破損又は汚損の場合にあつては、その障害児入所受給者証

（様式第１２号の４）を添付すること。

様式第１３号（第８条の７関係） 障害児入所医療受給者証再交付申

請書

注１・２ 省略

３ 破損又は汚損の場合にあつては、その障害児施設受給者証

（様式第１２号の４）を添付すること。

様式第１３号（第８条の７関係） 障害児施設医療受給者証再交付申

請書
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障害児入所医療受給者証再交付申請書

省略

障害児施設医療受給者証再交付申請書

省略

保 省略 生 年 月 日 年 月 日生 保 省略 生 年 月 日 年 月 日生

護 入所受給者証番号 護 施設受給者証番号

者 省略 者 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 破損又は汚損の場合にあつては、その障害児入所医療受給

者証（様式第１２号の５）を添付すること。

様式第１６号（第１２条関係） 指定障害児通所支援事業者（指定障害

児入所施設）変更届出書

注１・２ 省略

３ 破損又は汚損の場合にあつては、その障害児施設医療受給

者証（様式第１２号の５）を添付すること。

様式第１６号（第１２条関係） 指定知的障害児施設等変更届出書

指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施設）変更届出書

省略

指定知的障害児施設等変更届出書

省略

省略 省略

指定内容を変更した事業所（施設） 省略 指定内容を変更した施設 省略

変更があつた事項
変更の内容

変更があつた事項
変更の内容

変更前 変更後 変更前 変更後

１ 事 業 所 （ 施 設 ） の 名 称 １ 施 設 の 名 称

２ 事 業 所 （ 施 設 ） の 所 在 地 ２ 施 設 の 所 在 地

３ 事 業 者 （ 設 置 者 ） の 名 称 及 び

主 た る 事 務 所 の 所 在 地

３ 設 置 者 の 名 称 及 び

主 た る 事 務 所 の 所 在 地

４ 代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 ４ 代表者の氏名及び住所

５ 省略 ５ 省略

６ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条の許可を

受けた病院 であることを証する書類

６ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条の許可を

受けた病院又は診療所であることを証する書類

７ 省略 ７ 省略

８ 事 業 所 の 平 面 図

９ 省略 ８ 省略

１０ 事 業 所 （ 施 設 ） の 管 理 者

の 氏 名 、 生 年 月 日 、 住 所 及 び 経 歴

９ 施 設 の 管 理 者

の 氏 名 、 経 歴 及 び 住 所

１１ 児 童 発 達 支 援 管 理 責 任 者

の 氏 名 、 生 年 月 日 、 住 所 及 び 経 歴

１２ 省略 １０ 省略

１３ 障 害 児 通 所 給 付 費 及 び 肢 体 不 自 由 児

通 所 医 療 費 の 請 求 に 関 す る 事 項

１４ 障 害 児 入 所 給 付 費 及 び 障 害 児

入 所 医 療 費 の 請 求 に 関 す る 事 項

１１ 障 害 児 施 設 給 付 費 及 び 障 害 児

施 設 医 療 費 の 請 求 に 関 す る 事 項

１５ 役 員 の 氏 名 、 生 年 月 日 及 び 住 所 １２ 併 設 施 設 に お け る 利 用 定 員 数

又 は 当 該 施 設 の 入 所 者 の 定 員

省略 省略

注１ 省略

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７３



７ 障害児通所支援のうち、児童発達支援、医療型児童発達

支援又は放課後等デイサービスの利用者の定員の増加に伴

い届け出る場合にあつては、当該障害児通所支援に係る従

業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を添付する

こと。

８ 省略

様式第２０号（第２３条関係） 児童の死亡届書

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）が死亡した

ので、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条

（第３２条 において準用する同省令第２７条）の規

定により届け出ます。

省略

注 省略

様式第２１号（第２３条関係） 児童の措置届書

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）について措

置の解除、停止、変更が適当と認められるので、児童福祉法施

行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条（第３２条

において準用する同省令第２７条）の規定により届け出ま

す。

省略

注 省略

様式第２３号（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

５ 省略

様式第２０号（第２３条関係） 児童の死亡届書

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）が死亡した

ので、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条

（第３２条（第５１条の２）において準用する同省令第２７条）の規

定により届け出ます。

省略

注 省略

様式第２１号（第２３条関係） 児童の措置届書

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）について措

置の解除、停止、変更が適当と認められるので、児童福祉法施

行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条（第３２条（第５１条の

２）において準用する同省令第２７条）の規定により届け出ま

す。

省略

注 省略

様式第２３号（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

省略 省略

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の２０第１項各号（同居人にあつては、第

１号を除く。）のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

�～� 省略

様式第２３号の２（第２３条の４関係） 養子縁組希望里親認定登録申

請書

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条 の１９第１項 各 号

のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

�～� 省略

様式第２３号の２（第２３条の４関係） 養子縁組希望里親認定登録申

請書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の２０第１項各号（同居人にあつては、第

１号を除く。）のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

�～� 省略

様式第２３号の３（第２３条の４関係） 親族里親認定申請書

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条 の１９第１項 各 号

のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

�～� 省略

様式第２３号の３（第２３条の４関係） 親族里親認定申請書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の２０第１項各号（同居人にあつては、第

１号を除く。）のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条 の１９第１項 各 号

のいずれにも該当しない者であることを

証する書類

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７４



�・� 省略

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

�・� 省略

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

省略 省略

省略 省略

省略 省略 省略 省略

２ 禁錮以上の刑に

処せられ、その執

行を終わり、又は

執行を受けること

がなくなるまでの

者

省

略

２ 禁錮以上の刑

に処せられ、そ

の 執 行 を 終 わ

り、又は執行を

受けることがな

くなるまでの者

省

略

こ

２ 禁錮以上の刑に

処せられ、その執

行を終わり、又は

執行を受けること

がなくなるまでの

者

省

略

こ

２ 禁錮以上の刑

に処せられ、そ

の 執 行 を 終 わ

り、又は執行を

受けることがな

くなるまでの者

省

略

申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

欠

格

事

由

該

当

の

有

無

３ 児童福祉法（昭

和２２年法 律 第１６４

号）、児童買春、

児童ポルノに係る

行為等の処罰及び

児童の保護等に関

する法律（平成１１

年法律第５２号）、

社会福祉法（昭和

２６年 法 律 第４５

号）、児童扶養手

当法（昭和３６年法

律 第２３８号）、特

別児童扶養手当等

の支給に関する法

律（昭和３９年法律

第１３４号）、児 童

手当法（昭和４６年

法律第７３号）、平

成２２年度等におけ

る子ども手当の支

給 に 関 す る 法 律

（平成２２年法律第

１９号）又は平成２３

年度における子ど

も手当の支給等に

関する特別措置法

（平成２３年法律第

１０７号）の 規 定 に

より罰金の刑に処

せられ、その執行

を終わり、又は執

行を受けることが

なくなるまでの者

省

略

欠

格

事

由

該

当

の

有

無

３ 児童福祉法、

児童買春、児童

ポルノに係る行

為等の処罰及び

児童の保護等に

関する法律、社

会福祉法、児童

扶養手当法、特

別児童扶養手当

等の支給に関す

る法律、児童手

当法、平成２２年

度等における子

ども手当の支給

に関する法律又

は平成２３年度に

おける子ども手

当の支給等に関

する特別措置法

の規定により罰

金の刑に処せら

れ、その執行を

終わり、又は執

行を受けること

がなくなるまで

の者

省

略

申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

欠

格

事

由

該

当

の

有

無

３ 児童福祉法（昭

和２２年法 律 第１６４

号）、児童買春、

児童ポルノに係る

行為等の処罰及び

児童の保護等に関

する法律（平成１１

年法律第５２号）、

社会福祉法（昭和

２６年 法 律 第４５

号）、児童扶養手

当法（昭和３６年法

律 第２３８号）、特

別児童扶養手当等

の支給に関する法

律（昭和３９年法律

第１３４号）、児 童

手当法（昭和４６年

法律第７３号）又は

平成２２年度におけ

る子ども手当の支

給 に 関 す る 法 律

（平成２２年法律第

１９号）

の規定に

より罰金の刑に処

せられ、その執行

を終わり、又は執

行を受けることが

なくなるまでの者

省

略

欠

格

事

由

該

当

の

有

無

３ 児童福祉法、

児童買春、児童

ポルノに係る行

為等の処罰及び

児童の保護等に

関する法律、社

会福祉法、児童

扶養手当法、特

別児童扶養手当

等の支給に関す

る法律、児童手

当法又は平成２２

年度における子

ども手当の支給

に関する法律

の規定により罰

金の刑に処せら

れ、その執行を

終わり、又は執

行を受けること

がなくなるまで

の者

省

略

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第３０号の１２ 省略

様式第３０号の１３ 省略

注 省略

様式第３０号の９ 省略

様式第３０号の１０ 省略

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７５



第２条 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第１４号及び様式第１５号を次のように改める。

様式第３０号の１４ 省略

様式第３０号の１５ 省略

様式第３０号の１６ 省略

様式第３０号の１７ 省略

様式第３０号の１８ 省略

様式第３０号の１９ 省略

様式第３０号の２０ 省略

様式第３０号の２１ 省略

様式第３０号の１１ 省略

様式第３０号の１２ 省略

様式第３０号の１３ 省略

様式第３０号の１４ 省略

様式第３０号の１５ 省略

様式第３０号の１６ 省略

様式第３０号の１７ 省略

様式第３０号の１８ 省略

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７６



様式第１４号（第９条関係） 高額障害児入所給付費支給申請書

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７７



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７８



様式第１５号（第１１条関係） 指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施設）指定（更新）申請書

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８７９



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８０



別紙１ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）の指定に係る審査事項

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８１



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８２



別紙２ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く。）の指定に係る審査事項

（その１）

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８３



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８４



（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８５



別紙３ 医療型児童発達支援事業所の指定に係る審査事項

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８６



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８７



別紙４ 放課後等デイサービス事業所の指定に係る審査事項

（その１）

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８８



愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８８９



（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

愛 媛 県 報平成２４年１０月２日 第２４０８号

８９０




